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●11 月 18 日に行われた決算特別委員会での加味根史朗議員、松尾孝議員が行った知事

総括質疑の大要を紹介します。 

 

加味根 史朗（日本共産党、京都市右京区） 2003 年 11月 18日 

青年の雇用実績すら把握しないのでは府の姿勢が問われる 

【加味根】私は、青年の雇用の問題と介護保険の問題について質問します。 

最初に、青年の雇用の問題です。完全失業者の半分が若者といわれ、大学を出ても半分の

人しか就職できない。高校生は 16・6%しか就職できません。就職ができても正社員になれ

ない。フリーターは、全国で 417 万人という大変な規模になっています。青年にとって希望

の持てない社会になっているといえるのではないでしょうか。 
青年がフリーターや不安定な雇用に置かれることは、私は日本社会にとって 3 つの重大な

問題を生むことになると思います。1 つは、経済的な自立ができないため結婚ができず、少

子化を拡大せざるをえない。2 つには、熟練した技能やノウハウが継承されないため、企業

の活力が損なわれ、日本経済の発展を阻害し、最近起こっているような重大な事故やトラブ

ルの原因にもなっている。3 つには、年金や健康保険料が払えない方々が増えて、社会保障

の基盤を掘り崩すことになっている。したがって、青年の不安定雇用をただし、正社員とし

ての雇用を拡大することは、日本社会の健全な発展にとって大変重要な課題だと思います。

そのことは企業の社会的責任であり、責任を果たしてもらうようにすることは国の責任、そ

して、都道府県、地方自治体の責任でもあると考えます。 

そこで、本府の青年雇用の対策について質問します。京都府は、「雇用創出・就業支援計

画」をつくって４万１000 人の新たな雇用・就業機会の創出をはかるとして取り組んでおら

れます。その結果、平成14年度には１万4186人の雇用実績が上がったと報告されているが、

その中身は常用雇用が2307人しかなく、大変不十分です。しかも常用雇用の中には、パート

やアルバイトも含まれますから、正社員としての雇用はかなり少ないのではないか。私がこ

こで問題にしたいのは、書面審査で、その雇用実績の中で、青年がどれだけ雇用されたのか

全くつかんでいないという答弁が行われたことです。これで青年の雇用対策がやられている

といえるのか。知事にまず、この点についてお伺いします。 

【知事】雇用創出就業支援計画というのは、本当に今の経済不況の中で、とにかく仕事をつ

くっていこうという緊急のためにやっている仕事であり、そういった面で、青年がどう、熟

年がどうといった話ではない、基本的には。ただ、こうした中で、例えば緊急雇用創出の特

別基金事業などはアンケートをとって調べてみると、大体全従業員の約２割1300人ぐらいが

若者であると推定されている。私ども、こういった中で本当に青少年雇用対策は、幹事もご

指摘の通り大変重要だと思っていますから、府庁内におけるワークシェアリングにつきまし

ても今年は倍増させるなど、そして、若者の就業支援センターをつくっていく。どんどん今、

若者のための施策をこれから講じていきたいと思っている。 
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【加味根】青年対策を始められているというのは評価できるが、14年度の就業対策、雇用創

出の対策の中で実際に何人の青年の雇用が進んだのかつかんでいないというのは事実として

あるわけで、これでは青年対策がどこまで進んだのか分からないわけで、本当に真剣に青年

対策に取組む姿勢があるのか疑われると思いますので、今後の雇用創出の対策の中で、青年

の雇用の問題をしっかり重要な柱として位置付けて、青年の正社員としての雇用がどれだけ

増えたのかしっかり追求して把握していくべきだと思いますが、どうか。 

【知事】把握することは大事だが、それ以上に青年の雇用をつくっていく。そして、それに

あっていく斡旋をしていく。こういう現実的な取り組みの中にそういった問題がついてくる

と思う。例えば、高齢者の問題、40代の問題についても一番生活がかかっていて厳しいのは

40代、ここもおろそかにできない。高齢者も生きがいのためにこれから頑張ってもらわない

といけない。これは全世代を通じて頑張っていかないとならない話ですから、それについて

我々、就業支援計画をつくって一生懸命やっていく。そして、とりあえずは常用雇用にこれ

をもっていくにはどうしたらいいか。そして、若者就業支援センターをはじめ、いろんな施

策を講じていき、しっかりした就業支援のための計画をつくり、また施策を講じていきたい。 

５年間で９万人削減の一方、パート等は７万９千人の増 

【加味根】今日は青年雇用の問題がテーマですので、もちろんすべての年齢階層で雇用を創

出し支援していくことは当たり前のことですが、その青年の遅れの問題ではしっかり追求し

把握するということは確認しておきたい。 

そこで具体的問題に入りますが、フリーターになっているのは青年の責任ではないのです

ね。政府の調査結果でも、フリーターになっておられる方の7割が正社員としての希望をさ

れて、就職の面接や受験を受けておられます。それができないというのが現実です。ですか

ら、政府も｢国民生活白書｣でこう述べています。大企業ほど正社員の新規採用を抑え、パー

トや派遣社員に置き換えている事実を示して、「90 年代以降の大幅なフリーターの増加は、

企業側の要因が大きい」と初めて指摘したのです。それで私は、京都府ではどうなっている

かを調べました。平成13年の京都府事業所・企業統計調査結果でみると、平成８年との比較

で、全産業で正社員が９万人も減っている。一方で、パートやアルバイトなどのフリーター

と呼ばれる不安定雇用が７万９千人も増えているという実態です。この事態を放置しておい

て、青年の正社員としての雇用の拡大はできない。従って、知事として経済団体や京都の大

企業に対して、正社員の削減を抑えて青年を正社員として積極的に雇用するように働きかけ

るべきだと考えますが、知事はどう考えますか。 

【知事】「国民生活白書」の中で、フリーターの増加の要因というのは３つあげている。新卒

就職環境の悪化、就職する側である若年の意識や能力の問題、雇用する側である企業の雇用

戦略の変化。最後に、求人と求職のミスマッチの問題をあげている。確かに企業の方が大き

いという先程の指摘が書いてあるが、これも正確にいうとフリーターの増加要因としては「ど

ちらかといえば」企業側の要因が大きいということであり、「どちらか」をとばされるとあれ

だと思うが、そういった中で今出てきている。私ども「要請」というお話でしたが、だいた

い要請だけでは足りない。まず経営者側と労働者側、そして我々公、行労使といっているが、

これが一体となって就職に取組まなければならない。私はそういう認識。だから、去年のこ

の就職の雇用の計画についてそういった行労使が一体となって委員も入り、アクションプラ

ンをつくり、就職支援計画となって今ある。そういった基本的なところから一緒にやってい

かなければいけないと思う。その上で、新規学卒者の確保と就職促進について、本年４月に

教育委員会とともに公立および私立高等学校生徒への求人拡大を経済団体に要請したところ

であり、９月には京都労働局とも連携し、高等学校生徒をはじめとする若年者の求人確保の
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要請も行ったところだ。 

 

【加味根】知事、「概要」ではなくて「本文」を読んでいただかないと分からないのですよ。

「国民生活白書」は、この「正社員になりたかったにもかかわらずフリーターになった人が

７割を超える現実をふまえると、経済の低迷による労働需要の減少や企業の採用行動の変化

によるところが大きいと考えられる」と。ここが「まとめ」なのです。第５部のまとめ。こ

れが結論なのです。ただし、こう結論づけておきながら、国の対策は、企業の側の要因を取

り除くための経済団体などへの働きかけがないという点が大きな問題でして、これを国に改

善を求めつつも、京都府として企業への働きかけを進めていく必要がある。そこで、具体的

に来年の京都の大企業を中心とした新採の計画についてどのようにつかんでおられますか。 

【知事】来春の大学卒業予定者の府内主要企業の採用計画については、だいたい今、業績が

好調になってきているところは電気などだが、そのあたりでは３割にあたる企業が採用を増

やす回答をしている。それ以外のものについては、前年並かそれ以下にとどまる企業も同程

度あり、新卒者の雇用をとりまく環境は依然として厳しい。こうした背景には、長引く景気

の低迷に加え、企業が即戦力である既卒者、リストラにあってその中で失業されている方も

多いが、そういったところに求めていく傾向が強まっているし、採用形態も多様化してきて

いることも影響していると考える。先ほど申したように、雇用創出就業支援計画の策定のと

きから、京都経営者協会や京都商工会議所の代表の方々に参画をいただき、中小企業の経営

者の方々もふくめて若年者の雇用の確保は本当に地域のこれからの経済のあり方にとって大

変重要であるという認識のもとに、頑張っていただいている。 

 

【加味根】京都新聞の今年4月29日の報道によりますと、京都の2004年春の新卒採用計画

を報道している。これを見てびっくりしたのは、ほとんどの企業が高校卒業生を採用する計

画を持っていないということです。京都・滋賀の主要110社の来春の採用計画が詳しく載っ

ていますが、私がびっくりしましたのは、高卒者の採用計画を持っているのはたった16社だ

けです。有名な大企業である任天堂、京セラ、ローム、オムロン、ワコールなどは高卒の新

採がゼロです。計画が。これではどうかと、私は率直に思いました。 

全体ではどうなっているかと思って調べましたら、京都労働局の調査では、高卒者の就職

者数が、京都の大企業全体で平成11年には1116人あったのですが、今年は584人に半減し

ています。不況の影響はありますが、大企業を中心にした企業の責任、雇用責任が十分果た

されていないのではないかと感じました。もう一つは、大卒者などの採用計画自身がない。

採用計画の規模が小さいという風に感じました。今年6月30日現在で、まだ就職できていな

い高卒者は372人もおられるわけで、これまでも校長先生のOBの方など努力されているので

すが、知事が、高卒者の就職、そして大卒者の新規採用の拡大、特に正社員としての雇用の

拡大を京都の大企業や京都の経済界に強く働きかける。こういう知事としてのイニシアチブ、

行動力の発揮がいま求められていると思います。知事、決意の程をお聞かせください。 

【知事】高卒者の採用が減少しているのは事実だと思う。ただし、求職者自体も35％ぐらい

減っているのも事実。ですからそれだけをもってということではないが、やはり厳しい状況

があるのは事実ですから、私は、もう去年から先頭に立ってやっておりますので、その点に

ついては十分にやっている。これからもやっていくつもりだ。 

【加味根】十分にやってこういう結果では、府民は納得できませんので、いっそうの努力を

ぜひ求めておきたい。 
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介護保険 待機者数にみあう特養ホームの建設計画を 

【加味根】次に、介護保険の問題だが、本府の利用者アンケートで、介護保険料の「負担が

重い」と感じている人は、52・９％にのぼるんですね。年金の平均が月５万円、当然の声な

んですね。この調査を行った今年３月以降に全府でもいっせいに保険料値上げが行われまし

て、平均で25・１％、平均月に3562円になっている。実際に10月の年金給付の通知がきた

ときに、「こんなに年金が減っているのか」と改めてびっくりしたというお年寄が急増しまし

た。本当にお年寄が安心して暮らせる社会にしていくためには、介護保険料の負担軽減がさ

しせまって重要な課題になっていると痛感します。そこで、市町村として独自に努力をされ

ている市町村が広がってきています。例えば木津町では、老齢年金受給者で世帯が非課税の

場合、介護保険料を収めてから、後で保険料相当分を償還払いして実質免除をする。美山町

では、第２段階の人の保険料の４分の１を助成金として支給している。加悦町では、災害や

長期入院、失業、干ばつなどによって収入が減収した場合、最高全額の減免が行なわれてい

る。国の負担を増やすよう求めつつも、市町村のこういう努力、お年寄が安心して暮らせる

介護保険制度にしていくために努力されている市町村を支援する必要があると思うが、いか

がか。 

【知事】介護保険については社会全体で支えあうもので、高齢者の方々の保険料等が上がっ

ているということは、まさに、京都府の負担もそれに応じて上がっているということで、本

年度については前年度より20億円増えている。その中で、私どもも必死になって給与カット

等を行いながら、財源の捻出に努力している。そういう基本的な中で、これはもともと国の

制度の中でも負担の問題はあったから、なんとしても特に調整交付金の問題について、もう

少しこれを全体の枠の別枠にしてくれないかと要望しており、これと同じように減免措置に

ついても、例えば社会福祉法人による利用減免措置については精力的に府が負担するなど、

できる限り利用者の方々が安心して受けるような形をとっていきたい。また、市町村が市町

村の判断でやられているわけですから、これについてコメントする立場にないが、都道府県

というのは別に市町村の援助団体ではない。どういう形で役割分担をしていき、その中でい

かなる負担と自立の関係をつくりあげていくかということであり、上から国、都道府県、市

町村的な流れの中でものをいわれるのは違うなという感じがしている。 

 

【加味根】介護保険料の高さに憤まんやる方なしということで、不服審査の訴えまで広がっ

ている程だ。そういう中で市町村がこういうお年寄の訴えに応えて、本当に血の通った、痛

みを本当に感じながら対策を打ってきているわけで、こういう対策に真剣に応えるのが京都

府の役割だと思いますので、ぜひ検討していただくよう要望しておきたい。 

最後に、特別養護老人ホームの入所の問題だが、待機者が3640人ということで、介護保険

料を払っても入所を希望しても入所できない。これは介護保険制度の根幹を揺るがすような

事態になっています。私はいろんな相談を受けてまいりましたが、ぜひとも早期に特別養護

老人ホームに入れるようにしてほしい、こういう声があるわけで、この点、平成14年度に京

都府や京都市が特別養護老人ホームを建設しているが、増えた定員は260人にすぎないんで

すね。このテンポでいったら待機者の解消は14年もかかるわけですよ。これでは家族の必死

の思いが本当に生かされないので、私はすべての待機者がすみやかに入所ができるようなそ

ういう受け皿としての特別養護老人ホームを建設するよう求めたいが、ご答弁いただきたい。 

【知事】平成13年 12月期現在の調査で、3640人という数字が出たと伺っている。これは京

都市内分を除くと1570人になっている。これを入所必要性の高い方という形で実態調査をし

ていくと、４割程度の630人分ぐらいが特別養護老人ホームの待機者として、今手当をして

いかなければならないことが特に必要だという形になっていると承知している。 
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これに対して、調査日以降、本年度まで特別養護老人ホームで728人分を整備しており、

加えてグループホームについても276人分確保しており、数字的には必要な方については措

置がされていると思うが、それでもいろいろと今ご指摘のような問題点が出るというのは、

本当に必要性の高い方との間が入所基準の問題も私はあるのではないかと思っている。この

点についても、本府がこれから策定した入所指針に基づいて各施設において入所基準を策定

し、家族等の状況も勘案し、入所の必要性の高い方から優先的に入所できるような体制に取

組むとともに、さらに我々が16年度から19年度までの間についても特別養護老人ホーム等

の確保に全力をつくしてまいりたい。 

 

【加味根】今の答弁では必要な方に限るような姿勢だが、これでは、やはりお年寄や家族の

方々は納得されませんので、すべての特別養護老人ホームへの入所を希望される方々への施

設の建設に全力で取り組まれるように強く要望して質問を終わります。 

 

 
松尾 孝（日本共産党、京都市伏見区）   2003 年 11月 18日 

 

畑川ダム計画は直ちに中止を 

建設費が一挙に倍の77億円に、過大な需要予測も根拠なし 

【松尾】日本共産党の松尾孝です。府民の暮らしが大変な中で本府としても精一杯、どう暮

らしを応援するか、がんばっていただかなきゃならないのですが、府の財政が大変な中で、

私は公共事業の見直しは避けられない大変重要な課題だと思っておりまして、その点で二つ

伺いたいと思っております。 
畑川ダムの問題ですが、書面審査の中で計画変更案が明らかになりました。ダムサイトに

断層が発見されたということですが、この計画変更に従って、先ほどの答弁では工事費が約

倍になるんですね。従来 40 億円と言っていたわけですから。 
この中で、断層にともなうダムの移設、計画変更でどのくらい増えるのかを、まずお聞き

します。それから、工事用道路、JR 線路の補強でそれぞれどれだけかかるか教えて下さい。 
【知事】私は、ダム自身について、公共事業の見直しについては必要だと思っており、知事

就任後すぐに公共事業の見直しに全面的に着手しまして、ダム事業については南丹ダムの中

止を決めたところですし、リゾート公園と言われていたもの、または、木津川右岸運動公園

につきましても、できる限り府民のために、がんばれるようにしていきたいということで、

見直しを行ってきたところであります。 
ただ、畑川ダムについては、地域の要望を踏まえて現在取り組んでいるが、詳しい内訳に

ついては土木部長より答えさせる。 
【土木部長】事業費の増嵩の件だが、40 億円と言う指摘は、平成８年にダム事業が通常ダム

として新規採択された時に限られた情報の中で試算したものであり、その後、調査・設計等

が進みまして、現在、用地も確定し、また、再評価委員会を直前に控えていると言うことで、

今回改めて全面的に精査したもの。 
内訳だが、増嵩の要因だが、委員指摘の小規模断層を避けるための諸設計のやり直しが 11

億円程度。JR だが、平成９年に大きな事故があり、その後 JR と長い間協議をすすめてきて、
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大きな、きちんとした対策をしなくちゃいかんということで、一定の増嵩となっています。 
更には、曝気（ばっき）装置などの水質保全、更には、町道、林道のつけかえと言うことで、

今回改めて精査をして 77 億円ということになった。 
 
 
【松尾】ダムの計画変更にともなって、11 億円ほど増える、地元負担がどれほどになるかわ

からないが、ざっと計算すると、住民一人当たり、1 万数千円ほど増えることになり、負担

増をもたらすことになる。 
知事は今までダムの必要性について、いくつかあげておられるが、両町にまたがって 7000

区画に近い宅地があり、水が無いためにそこに家が建たない。何としても畑川ダムを造って

水を作らなければならないと言うことを一番強調されてこられたのですね。 
瑞穂、丹波両町が地権者に対してアンケート調査を 12 月から 3 月にかけて 4 ヶ月かけて

やられて、地権者区画数は7500あるのですが、2000程度しか返ってこないという実態です。 
そういう中で、95 軒が移り住みたい、500 軒ほどが水があれば、道路事情などをみて考え

てみようかという人がいるのですね。84 人は、これはもう始末しますと言う。1240 件はも

う水は要りませんという状況なのですね。つまり 600 人ぐらいが、状況に応じてというのも

含めて、給水希望をもっている、それ以上のところはないのですね。 
こう言う状況のなかで、7000 区画の宅地があるのだから、水があれば家が建つという知事

の言い分、最大の根拠は崩れるということなのです。どうお考えですか。 
【知事】この地域はもともと水がなくて困っている地域なのですよ。その上に企業の立地も

できない、更には分譲した土地が売れても人が来ない。だからこそ、瑞穂、丹波は、大変、

何とかして水を確保のために府議会に来られているのですね。 
これから割り当てが増える分についても、それを承知の上でこの前も、とにかく増えても

いいから作ってくださいと両町が来られているのも事実なのですよ。 
そういう中で今のお話しですが、もともと 7000 トンあまりの要望がある。しかも、未給

水区域が 2200 人いらっしゃり、更に既存の企業についても、アンケートを全てとられたよ

うだが、4725 トンの要望があり、その上で 600 世帯 1500 人の居住の意向がある。こういっ

たものを積み重ねた時に、こういったものが必要であるというのが、今の現状だと思います。 
水の問題について、私はギリギリに確保すればよいというものではないと思うのですね。

琵琶湖疎水が今の京都市民の 95％を潤しているということは、百年の大計だからできたわけ

です。こういった市民の将来を見通してしっかりとした水を確保する。京都の場合、水の豊

かなところが多いですから、なかなか水の苦労がわからないんですが、私も何度も丹波、瑞

穂に行った。委員も今年の予算委員会総括の中で、この地域は水がないことを指摘されまし

たが、こういった中での、本当に悲願でありまして、私どもは、こういった住民の声はしっ

かり聞いていかなければならないという思いはあります。 
 

【松尾】知事が繰り返し繰り返し慢性的な渇水に悩まされている、水は地域の悲願だという

住民の気持ちはわかるんですよ。しかしね、ご承知だと思いますが、二つの新規水源が開発

されて、3600 トン、日量、確保されているのですね。3600 トンというのは、現地の水の使

用から言うと７～８千人分にあたります。こういう開発がされている。 
知事はまた、小さな簡易水道水源があっちこっちにあって、ちょっとした渇水でも水が枯

れるんだと言うこともおっしゃり、私もよく状況は知っている。 
しかし、今度、水道事業計画の中でこれが全部つながり、連結されて、センターの浄水場

から全部つながり、そこに新規の開発水源も全部入るわけで、知事のおっしゃっていた、ち

ょっとした渇水で簡易水道の水源が枯れてしまうという状況は基本的に解決されます。 
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それと企業ですね。知事もおっしゃっていたように、私も現地で調べましたが、大量の水

を使う企業があります。数社です。その中で１社だけ日量 500 トンの水が欲しいというとこ

ろがあることはあります。それ以外に新規の水の要求はないのですね。こういう状況ですか

ら、知事がおっしゃるように、今ここで作ってですね、日量 5000 トンの水を畑川ダムで取

らないと何が起こるかわからないという状況ではありません。これはハッキリ申し上げてお

きます。 
それでですね、この月末に公共事業再評価委員会が開かれ、この件が出されるということ

が決算委員会書面審査でだされました。このダムの問題、水問題というのは、一般的に費用

対効果では図れないという面があり、少々高いけれども、どうしても、ここにダムが必要で、

その水を確保しなければならない場合には、やらなければならない。 
しかし、他に新規の井戸、つまり、伏流水などで確保できる見通しがあるとか、水質問題

があるとか、他の条件もあるわけだし、なによりも、必要性の問題も、今、基本的に解決の

方向が見えている。ダムなしでいけるんじゃないかということを、私ども、この間一貫して

申し上げているわけで、そういう状況の中で、再評価委員会では、必要性がしっかり検討さ

れるような運営、やり方が絶対に必要であると考えますが、その点お答えいただきたい。 
【知事】新たに開発された２つの水源を加えましても、9100 トンですから、町の希望を積み

上げてしまうと 15000 トンぐらいになってしまうわけですね。我々は、それほどまではいら

ないだろうと大幅に値切って、さっき言ったような 600 世帯をカウントしても、やっぱり 1
万２～3 千トンというものが必要だということを言っている訳です。 
そういった中で、今、小規模な水源を全部つなげれば絶対大丈夫だという言い方を、私は

行政を担って、府民の安心、安全をしっかり担当していかなければならないものとしては取

りたくないという態度であります。 
再評価委員会につきましてはご指摘のとおり、厳しく評価してもらわなければいけないと

思っており、そのために時間をかけてきちんとした資料を作らせました。そういう中で、私

ども再評価委員会におきまして、本当に納得いただくまで議論したいと私は思っております

し、担当部局にも申しているところであります。 
そういった中での再評価委員会の結論を踏まえまして、議会にも報告をさせていただきた

いと思っております。 
 

【松尾】9100 トンではとても足りない、積み上げれば 15000 トンにもなるというお話し。

9100 トンというのは民生用、各世帯が使う水だけでいえば 8000 人から２万人近い人口をま

かなえる量です。工業用水を含めましても 15000 トンはいらないのではありませんか。 
ですから、よく検討して、本当に必要かどうかを再評価委員会でしっかりやってもらいた

いということを強く指摘しておきたい。 
水の関係で最後に申しておきたいのは、未給水地の解消、ダムはいらんと言って何を言う

かとおっしゃるかもしれないが、今ある、確保されている水でも、下山グリーンハイツ、み

のりが丘の二団地の未給水地に給水できる、可能です。ですから、ダム待ちにならず、文字

通り、安全が確保された水を、安全、安心に給水が受けられる、こう言う保障をすることが

必要であるわけで、水道事業は町の事業だというようなことでなくて、府がイニシアを発揮

して、こう言う地域をなくすことを積極的にやってもらいたい。これも指摘をし、強く求め

ておきます。 
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「丹後海と星の見える丘公園」の凍結・中止を 

丹後の自然生かした観光振興、伊根バイパス二期工事の早期完成を 

【松尾】時間がありませんので、丹後大規模公園、詳しくは述べられませんので、結論的に

言って、凍結、中止すべきです。自然環境学習型の公園にするんだと担当部は書面審査の中

でおっしゃっていたが、このようなことを言うならば、丹後そのものがそういう学習の場で

ないかと言うことを申し上げたい。 
天橋立、宮津湾にはじまり、伊根の舟屋や丹後半島全体の海岸線などは、まさに丹後なら

ではの自然ですし、最近は太鼓山の風力発電もできたわけです。あるいは、伊根の千枚田や

袖志の棚田、これは国の指定する棚田百選が丹後半島には二つもあるのですから、こういう

ものを生かして観光振興、地域振興をはかることが丹後に対する基本でないか。 
道路についても、伊根バイパス二期工事の開通をはかるべきだと思うのです。この際お答

えいただきたい。 
【知事】松尾議員は中北部に対して厳しい、冷たいという気がしてならないのですが、まさ

に丹後エコパークにつきましても、これを厳しく事業を見直しまして、今おっしゃいました

ように、私、丹後には豊かな自然があるのです。これをうまく結びつけて、ルート化してい

く中で、子どもたちが回りながら、遊べる拠点を作っていって、その中心として丹後海と星

の見える丘公園を整備してはどうかと考えておりまして、伊根バイパス整備についても、こ

ういう拠点を結ぶ中で、本当にこれは、地元の方だけでなくて、まさに府民、関西全体に影

響を及ぼすものになるのではないかと思っております。 
 
【松尾】知事は、「福祉が第一」とおっしゃっているのですから、来年の予算編成にあたって

は、しっかり見直してですね、おっしゃるようにやってもらいたいと最後に要望して終わり

ます。 
  


